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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第47期中、第48期中、第47期及び第48期

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第49期中におきましては、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、第48期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 10,380 9,959 8,869 21,529 20,550 

経常利益又は経常損失（△）（百万
円） 

311 207 △124 561 555 

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

175 99 △75 395 257 

純資産額（百万円） 7,675 8,190 8,086 8,102 8,232 

総資産額（百万円） 17,140 17,635 17,832 17,578 17,919 

１株当たり純資産額（円） 513.58 545.53 541.55 542.43 551.27 

１株当たり中間（当期）純利益金額
又は１株当たり中間純損失金額
（△）（円） 

11.76 6.67 △5.04 26.49 17.24 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 44.8 46.2 45.4 46.1 45.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

656 △252 △139 806 354 

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△116 △152 △364 △292 △388 

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△244 313 241 △410 △98 

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

1,117 832 531 924 793 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

391 
[35] 

397 
[35] 

422 
[32] 

393 
[39] 

407 
[35] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第47期中、第48期中、第47期及び第48期

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第49期中におきましては、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、第48期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,554 9,948 8,854 19,782 20,509 

経常利益又は経常損失（△）（百万
円） 

284 167 △191 461 445 

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

160 63 △85 286 191 

資本金（百万円） 2,473 2,473 2,473 2,473 2,473 

発行済株式総数（千株） 15,577 15,577 15,577 15,577 15,577 

純資産額（百万円） 7,538 7,880 7,778 7,870 7,934 

総資産額（百万円） 16,227 17,269 17,473 16,599 17,539 

１株当たり純資産額（円） 504.42 527.60 520.92 526.92 531.31 

１株当たり中間（当期）純利益金額
又は１株当たり中間純損失金額
（△）（円） 

10.77 4.24 △5.71 19.15 12.80 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 2.50 2.50 2.50 5.00 5.00 

自己資本比率（％） 46.5 45.6 44.5 47.4 45.2 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

332 
[24] 

354 
[29] 

399 
[28] 

337 
[26] 

364 
[30] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間（平成19年６月）において、次の連結子会社を吸収合併しております。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ以外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除

く。）は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除く。）［ ］内に当中間会計期間の平

均人員を外数で記載しております。 

２．従業員数は平成19年３月末に対し、35名増加しております。その主な理由は平成19年６月１日付をもって関

係会社である㈱オバラシマリスを吸収合併したこと等によるものであります。 

３．60才定年制度を採用しております。ただし、本人が希望し会社が必要と認める場合には、嘱託として採用す

ることがあります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

 （連結子会社）          

 ㈱オバラシマリス 
岐阜県 

加茂郡白川町  
15 木製品事業  100 

当社の和風造作材を

製造しておりま

す。  

なお、当社所有の

建物及び機械を賃

借しております。  

役員の兼任等…有 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

木製品事業 396 [31] 

賃貸事業 1 [－] 

全社（共通） 25 [1] 

合計 422 [32] 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 399 [28] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が好調を維持し、企業の設備投資など堅調に推移したもの

の、米国経済減速に伴う輸出の伸びが鈍化、また、所得の低迷や住民税増税による負担増から個人消費が伸び悩む

など景気の回復テンポは緩やかに推移いたしました。 

 住宅関連業界におきましては、雇用情勢の改善、地価の下げ止まり等を背景に底堅い動きを続けておりました

が、平成19年6月20日に施行された改正建築基準法により、申請手控えや審査の長期化が顕著となり、新設住宅着

工戸数は、8月度が前年同月比43.3％減、9月度が前年同月比44.0％減と大幅に減少いたしました。また、資材価格

の高騰が続き、非常に厳しい経営環境で推移いたしました。  

 このような厳しい経営環境のなか徹底した合理化を推進し、既存事業の再構築のため経営資源の集中を図り、更

なる効率化を目指しました。 

① 製造部門におきましては、昨今の住宅のトレンドから和室造作材の需要が著しく減少していることから、同

製品特注材を主として取り扱っていた連結子会社の株式会社オバラシマリスを平成19年6月1日に吸収合併し、

合理化及び内製化を図ると同時に当社の強みである特注製品対応力をさらに強化する体制づくりに努めまし

た。 

 また、耐震性に優れた構造部材の需要の高まりを受け、集成材構造体事業の積極展開が他社との差別化を図

る戦略事業と位置づけ、特にプレカット事業については、独自の工法であるＳＮ工法拡販に対応する目的も含

め、生産ラインの増強を図り、従来の生産性及び生産能力を一気に高める生産体制を構築いたしました。 

 従来から着手していた特注製品にも対応できる高い精度をもった新たな生産管理システムの構築により、生

産情報を正確、かつタイムリーに把握できるインフラを整備いたしました。これらを通じて、生産活動全般に

おける「情報の共有化・見える化」を推進いたしました。 

② 営業部門におきましては、首都圏における営業展開の強化を目指しました。昨年の横浜営業所開設に続き、

当期は東京営業所から埼玉エリアを独立させ、新たにさいたま営業所を新設いたしました。より顧客に近い場

所に拠点を置くことでこのエリアにおける既存顧客の深耕と併せて北関東方面の新規販売ルートの開拓に注力

いたします。 

 また、建材市場の価格競争の激化や新設住宅着工戸数減少の影響で販売が苦戦する状況下、営業職がこれま

で以上に販売活動に専念できる体制構築が急務であり、業務の分業化、事務作業の軽減化を目的に営業サポー

ト組織を設置いたしました。今後組織の拡充を含めたサポート体制の一層の充実を図ります。 

③ 資材部門におきましては、海外における木材価格の高騰局面において、資材高騰分の販売価格転嫁は国内建

材市場の競争激化から難しく、資材調達に関しては非常に困難な舵取りを行わなければならない状況にありま

した。しかし、従来から調達エリアの拡大と現地生産の拠点開発を推進してきたことで、難しい局面にありな

がら比較的安定した調達を行うことができました。 

④ 新製品開発につきましては、当社の技術力と集成材ひいては木材の特性との融合を開発ビジョンとして位置

づけるとともに、顧客ニーズ及び環境をファクターとして取り入れることを基本としております。 

特に近年、国産材を活用、また、再植林を通して日本の森林を再生し、環境保全を図る国策が展開されている

ことから、当社においても国産材活用を商品開発の重要テーマとして取り組んでまいりました。国産材のなか

でも、強度等素材としての優位性だけでなく、コスト及び流通面において、「から松」に着目し、以前から展

開している柱や梁など構造用部材としての用途だけでなく、カウンターや階段など内装部材へ応用すべく、そ

の研究開発に取り組んでまいりました。 



 これらの施策に取り組んでまいりましたが、資材の高騰に加え、新設住宅着工戸数の減少という非常に厳しい環

境下で推移したことにより、当中間連結会計期間の売上高は88億69百万円と前中間連結会計期間に比べ10億90百万

円（10.9％）の減収となりました。営業損失は1億25百万円と前中間連結会計期間に比べ3億49百万円の減益、経常

損失は1億24百万円と前中間連結会計期間に比べ3億32百万円の減益、中間純損失は75百万円と前中間連結会計期間

に比べ1億74百万円の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 木製品事業は、売上高につきましては、集合住宅向けパネル部材は微増となったものの、化粧部材及び積層

部材等の内装材及び戸建住宅向け商品が大幅に減少し、売上高87億74百万円（前中間連結会計期間比11.0％

減）となりました。利益面につきましては、減収及び資材の高騰による原価の上昇等から、営業利益19百万円

（同94.6％減）となりました。 

② 賃貸事業は、売上高94百万円（前中間連結会計期間比1.0％減）、営業利益77百万円（同0.2％増）となりま

した。 

 なお、事業の種類別セグメントに記載の営業利益につきましては、配賦不能営業費用2億22百万円を消去する前

の金額であり、消去後の営業損失は1億25百万円であります。 

 また、所在地別セグメントの業績は、当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会

社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、長期借入れによる収入7億円、

売上債権の減少7億55百万円があったものの、税金等調整前中間純損失1億34百万円、たな卸資産の増加8億51百万

円、仕入債務の減少額1億4百万円、有形固定資産の取得による支出3億59百万円及び長期借入金の返済による支出3

億20百万円等により、前連結会計年度末に比べ2億62百万円減少し、当中間連結会計期間末には5億31百万円となり

ました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は1億39百万円（前中間連結会計期間比 44.9％減少）となりました。これは主に売

上債権の減少額7億55百万円等があったものの、たな卸資産の増加8億51百万円、仕入債務の減少1億4百万円等によ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は3億64百万円（前中間連結会計期間比 138.1％増加）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出3億59百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は2億41百万円（前中間連結会計期間比 23.0％減少）となりました。これは主に短

期借入金の純減少額1億円、長期借入金の返済による支出3億20百万円、配当金の支払額37百万円等があったもの

の、長期借入れによる収入7億円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の木製品事業の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、生産活動を行っていないため生産

実績は記載しておりません。 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の木製品事業の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの事業の種類別セグメントのうち賃貸事業につきましては、商品を取り扱っていないため商品

仕入実績は記載しておりません。 

(3）受注状況 

当中間連結会計期間の木製品事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループの受注生産品は、木製品事業のうち構造部材のみであり、他は見込生産品であります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 7,868 97.7 

合計（百万円） 7,868 97.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 1,211 73.2 

合計（百万円） 1,211 73.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

木製品事業 2,345 94.1 239 104.6 

合計 2,345 94.1 239 104.6 



(4）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、「顧客に最大の満足と安心」を品質方針に、また、「地球環境との共生」を環境方針に揚げ、信頼性の高

い品質設計と地球環境に配慮した製品開発を目指し、研究開発活動を進めております。 

 現在の研究開発活動は、当社の企画開発部が中心となり、得意とする木材の集成加工技術、プレカット技術、突板

化粧貼り技術及び塗装技術等を駆使し、以下の構造用集成材及び内装造作部材の製品開発に取組んでおります。 

① 当社の主要事業である住宅部材（構造用集成材、集成階段、化粧貼り階段、集成カウンター、和風・洋風造作

材、玄関造作材等）の新製品開発 

② 住友商事のロシア合弁会社から産出される木材資源（針葉樹・広葉樹）を有効活用した素材・製品開発 

③ 省施工製品（階段、笠木、手摺ユニット、造作材）の開発 

④ 国産材（桧・杉・から松）を活用した環境配慮型新製品開発 

⑤ 顧客ニーズに対応した各種新製品の開発 

⑥ 塗料の水性化による環境に配慮した製品開発 

 なお、研究開発スタッフは11人で、当中間連結会計期間に支出した研究開発費の総額は50百万円となっておりま

す。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

木製品事業（百万円） 8,774 89.0 

賃貸事業（百万円） 94 99.0 

合計（百万円） 8,869 89.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱レオパレス21 2,882 28.9 2,813 31.7 

稲畑産業㈱ 1,131 11.4 1,042 11.8 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。  

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

 なお、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当社の七宗第３工場において洋風部材塗装設備につい

ては、来期以降に変更しております。また、美濃加茂第１、第２、第４工場においてカウンター加工設備、プレス

工程設備及び湾曲材製造設備は、来期以降に変更し、プレカットライン設備については、完了予定年月を平成19年

９月から平成19年12月に変更しております。 

(2）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
投資額

（百万円）
完了年月 

完成後の
増加能力 

当社 

七宗 

第２工場 

岐阜県 
加茂郡七宗町 

木製品 造作加工設備 30 平成19年６月  合理化 

当社 

美濃加茂 

第１第４

工場 

岐阜県 
美濃加茂市 

木製品 

カウンター集塵設備 32 平成19年８月 更新  

ＣＡＤソフト更新 28 平成19年９月 合理化 

工場敷地内環境整備 128 平成19年８月 環境改善



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 39,821,000 

計 39,821,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 15,577,500 15,577,500 

東京証券取引所 

（市場第二部） 

名古屋証券取引所 

（市場第二部） 

－ 

計 15,577,500 15,577,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額    
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 15,577,500 － 2,473 － 2,675 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式646千株があります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,476 47.99 

原田 義雄 神奈川県厚木市 1,846 11.85 

セブン工業社員持株会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 477 3.06 

杉山 榮弘 岐阜県加茂郡白川町 309 1.98 

セブン共栄会 岐阜県美濃加茂市本郷町六丁目11番15号 278 1.78 

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 231 1.48 

原田 茂乃 神奈川県厚木市 211 1.35 

院庄林業株式会社 岡山県津山市二宮22番1号 200 1.28 

杉山 義博 愛知県春日井市 116 0.74 

杉山 計弘 岐阜県加茂郡坂祝町 110 0.70 

計 － 11,255 72.25 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式10,000株（議決権の数10

個）及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式1,000株（議決権の数1個）が含

まれておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。 

②【自己株式等】 

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数1

個）あります。 

    なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 646,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,769,000 14,758 － 

単元未満株式 普通株式 162,500 － － 

発行済株式総数 15,577,500 － － 

総株主の議決権 － 14,758 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

セブン工業株式会社 

岐阜県美濃加茂市 

本郷町六丁目11番15

号 

646,000 － 646,000 4.14 

計 － 646,000 － 646,000 4.14 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 345 331 329 330 316 310 

低（円） 320 330 304 304 290 285 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     832     531     793  

２．受取手形及び売掛
金 

※３   5,937     5,118     5,874  

３．たな卸資産     2,260     3,520     2,669  

４．繰延税金資産     157     117     93  

５．その他     259     350     332  

貸倒引当金     △4     △0     △3  

流動資産合計     9,443 53.5   9,637 54.0   9,759 54.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築物   1,979     2,070     1,993    

(2) 機械装置及び運
搬具 

  1,041     1,116     1,161    

(3) 土地   3,045     3,045     3,045    

(4) その他   145 6,211   185 6,417   96 6,297  

２．無形固定資産     193     248     217  

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,587     1,373     1,475    

(2) 繰延税金資産   0     0     0    

(3) その他   254     195     210    

貸倒引当金   △54 1,787   △40 1,528   △40 1,645  

固定資産合計     8,191 46.5   8,195 46.0   8,160 45.5 

資産合計     17,635 100.0   17,832 100.0   17,919 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※３   4,502     4,857     4,961  

２．短期借入金     2,128     1,921     2,012  

３．未払法人税等     32     41     93  

４．賞与引当金     154     158     153  

５．その他 ※３   577     709     673  

流動負債合計     7,395 42.0   7,688 43.1   7,895 44.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     1,593     1,706     1,336  

２．繰延税金負債     291     181     270  

３．退職給付引当金     103     82     101  

４．役員退職慰労引当
金     59     72     66  

５．負ののれん     －     14     16  

６．その他     1     0     1  

固定負債合計     2,049 11.6   2,057 11.5   1,791 10.0 

負債合計     9,444 53.6   9,746 54.6   9,686 54.1 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     2,473 14.0   2,473 13.9   2,473 13.8

２．資本剰余金     2,675 15.2   2,675 15.0   2,675 14.9

３．利益剰余金     2,743 15.5   2,751 15.4   2,863 16.0

４．自己株式     △235 △1.3   △237 △1.3   △236 △1.3

株主資本合計     7,656 43.4   7,662 43.0   7,775 43.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金     492 2.8   423 2.4   456 2.5

評価・換算差額等合
計     492 2.8   423 2.4   456 2.5 

Ⅲ 少数株主持分     42 0.2   － －   － － 

純資産合計     8,190 46.4   8,086 45.4   8,232 45.9 

負債純資産合計     17,635 100.0   17,832 100.0   17,919 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,959 100.0   8,869 100.0   20,550 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,833 88.7   8,128 91.6   18,158 88.4 

売上総利益     1,126 11.3   740 8.4   2,391 11.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   902 9.1   866 9.8   1,803 8.7 

営業利益     224 2.2   － －   588 2.9 

営業損失     － －   125 △1.4   － － 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   0     0     0    

２．受取配当金   8     12     15    

３．持分法による投資
利益   0     3     1    

４．仕入割引   6     7     15    

５．受取手数料   3     3     6    

６．負ののれんの償却
額   －     1     －    

７．その他   1 19 0.2 6 34 0.4 1 40 0.2 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   21     18     43    

２．売上割引   13     13     27    

３．手形売却損   0     0     1    

４．その他   0 36 0.4 0 33 0.4 0 73 0.4 

経常利益     207 2.0   － －   555 2.7 

経常損失     － －   124 △1.4   － － 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 1     0     2    

２．投資有価証券売却
益   0     －     0    

３．関係会社株式売却
益   29     －     29    

４．損失補償戻入益   －     20     －    

５．貸倒引当金戻入益   7     2     8    

６．その他   － 39 0.4 － 23 0.3 8 49 0.2 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産廃棄売却
損 

※３ 1     33     17    

２．製品補償損失   16     －     16    

３．減損損失 ※４ 30     －     30    

４．その他   1 49 0.5 － 33 0.4 10 75 0.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益     197 1.9   － －   529 2.5 

税金等調整前中間
純損失     － －   134 △1.5   － － 

法人税、住民税及
び事業税   22     32     106    

法人税等調整額   72 94 0.9 △91 △58 △0.6 162 269 1.3 

少数株主利益     3 0.0   － －   2 0.0 

中間（当期）純利
益     99 1.0   － －   257 1.2 

中間純損失     － －   75 △0.9   － － 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）  平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,680 △235 7,594 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △37 － △37 

中間純利益 － － 99 － 99 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 62 △0 61 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,743 △235 7,656 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等 

合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
508 508 38 8,141 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △37 

中間純利益 － － － 99 

自己株式の取得 － － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△15 △15 3 △12 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△15 △15 3 49 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
492 492 42 8,190 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,863 △236 7,775 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △37 － △37 

中間純損失 － － △75 － △75 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △112 △0 △113 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,751 △237 7,662 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
456 456 8,232 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △37 

中間純損失 － － △75 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△33 △33 △33 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△33 △33 △146 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
423 423 8,086 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）  平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,680 △235 7,594 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △37 － △37 

剰余金の配当 － － △37 － △37 

当期純利益 － － 257 － 257 

自己株式の取得 － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 182 △1 181 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,863 △236 7,775 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等 

合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
508 508 38 8,141 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △37 

剰余金の配当 － － － △37 

当期純利益 － － － 257 

自己株式の取得 － － － △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△51 △51 △38 △90 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△51 △51 △38 91 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
456 456 － 8,232 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  197 － 529 

税金等調整前中間純
損失（△） 

  － △134 － 

減価償却費   195 222 412 

負ののれんの償却額   － △1 － 

減損損失   30 － 30 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △8 △2 △22 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  10 4 10 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △23 △18 △25 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△) 

  6 6 12 

受取利息及び受取配
当金 

  △8 △12 △15 

支払利息   21 18 43 

持分法による投資利
益 

  △0 △3 △1 

投資有価証券売却益   △0 － △0 

関係会社株式売却益   △29 － △29 

固定資産廃棄売却損   1 33 17 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △920 755 △858 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  50 △851 △358 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  268 △104 728 

その他   5 42 △37 

小計   △201 △46 436 

利息及び配当金の受
取額 

  16 13 23 

利息の支払額   △21 △23 △43 

保険金収入   － － 8 

法人税等の支払額   △45 △83 △69 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △252 △139 354 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

投資有価証券の取得
による支出 

  △0 △0 △1 

投資有価証券の売却
による収入 

  91 － 91 

連結の範囲の変更を
伴う関係会社株式の
売却による支出 

  △64 － △64 

関係会社株式の取得
による支出 

  － － △27 

有形固定資産の取得
による支出 

  △116 △359 △349 

有形固定資産の売却
による収入 

  2 6 2 

無形固定資産の取得
による支出 

  － △27 △99 

出資金の売却による
収入 

  － － 63 

その他の投資その他
の資産による支出 

  △67 － △29 

その他の投資その他
の資産による収入 

  3 17 27 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △152 △364 △388 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  300 △100 250 

長期借入れによる収
入 

  500 700 500 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △448 △320 △772 

配当金の支払額   △37 △37 △74 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △1 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  313 241 △98 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △92 △262 △131 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  924 793 924 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 832 531 793 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 ２社 

主要な連結子会社名 

丸七ミヤマ工業株式会社 

株式会社オバラシマリス 

なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました株

式会社セブン東神（現、株式

会社東神建材）は平成18年６

月に全株式を譲渡したため、

連結の範囲から除いておりま

す。 

(イ)連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社名 

丸七ミヤマ工業株式会社 

なお、連結子会社でありまし

た株式会社オバラシマリスは

平成19年６月１日付で合併し

たため、連結の範囲から除い

ております。 

(イ)連結子会社の数 ２社 

主要な連結子会社名 

丸七ミヤマ工業株式会社 

株式会社オバラシマリス 

 なお、丸七ミヤマ工業株式会

社及び株式会社オバラシマリス

は、平成19年３月15日の株式追

加取得に伴い、みなし取得日を

平成19年３月31日としておりま

す。 

 また、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました株式

会社セブン東神（現、株式会社

東神建材）は平成18年６月に全

株式を譲渡したため、連結の範

囲から除いております。 

  (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、SEVEN  

GUAM CO.,LTD．であります。 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、SEVEN  

GUAM CO.,LTD．であります。 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社１社は、小規模

であり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範

囲から除外しております。 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社１社は、小規模

であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から

除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の関連会社数 

１社 

持分法適用会社は、岐阜松下

電工株式会社であります。 

(イ)持分法適用の関連会社数 

同左 

(イ)持分法適用関連会社数 

同左 

  (ロ)持分法を適用していない非連

結子会社SEVEN GUAM CO.,LTD.

は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）からみて、持分

法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(ロ)          同左 (ロ)持分法を適用していない非連

結子会社SEVEN GUAM CO.,LTD.

は、小規模であり、当期純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

は、連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間期末日と中間連

結決算日は一致しております。 

同左 連結子会社の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法（ただし、金利ス

ワップについては、特例

処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を行っ

ております。） 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

商品 

 同左 

③ たな卸資産 

商品 

 同左 

  製品・仕掛品 

総平均法による原価法（た

だし、構造部材については

個別法による原価法） 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

総平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

  貯蔵品 

終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

  なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

２年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～10年 

なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

７年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～10年 

なお、主な耐用年数は、次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

２年～47年 

機械装置及び運搬具 

２年～10年 

     （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年3月30日法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月30

日 政令第83号））に伴い、

平成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産については改

正後の法人税法に基づく償却

方法に変更しております。 

なお、これに伴う損益への影

響は軽微であります。 

 （追加情報） 

 なお、平成19年3月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した連結会計年度の翌連結

会計年度から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。 

これにより営業損失、経常損

失及び税金等調整前中間純損

失がそれぞれ7百万円増加して

おります。 

 

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れの損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与の支給規程による

支給対象期間に対応する支給

見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。 

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

  ヘッジ対象：変動金利借

入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：同左 

  ヘッジ対象：同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：同左 

  ヘッジ対象：同左 

  ③ ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、金

利スワップ取引については特

例処理を採用しているため、

有効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は8,148百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は8,232百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

財務諸表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。 

────── ────── （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号 終改

正平成18年12月22日）を適用してお

ります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度から「連結調

整勘定」は、借方に「のれん」とし

て無形固定資産と、貸方に「負のの

れん」として表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  5,523百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  5,566百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  5,581百万円

 ２ 当座借越契約  ２ 当座借越契約  ２ 当座借越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。 

当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,450 

差引額 1,250 

当座借越極度額 2,700百万円

借入実行残高 1,300 

差引額 1,400 

当座借越極度額 2,700百万円

借入実行残高 1,400 

差引額 1,300 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 ※３ 中間連結会計期間末日満期手形 ※３ 連結会計年度末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理につきましては、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理につきましては、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

につきましては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当連結会

計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 140百万円 

支払手形 388 

流動負債のその他

（設備支払手形） 
18 

受取手形 157百万円

支払手形 424 

流動負債のその他

（設備支払手形） 
8 

受取手形 146百万円

支払手形 472 

流動負債のその他

（設備支払手形） 
3 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

販売運賃 308百万円 

役員報酬及び給料
手当 

238 

賞与引当金繰入額 40 

役員退職慰労引当
金繰入額 

7 

退職給付費用 15 

販売運賃 261百万円

役員報酬及び給料
手当 

244 

賞与引当金繰入額 37 

役員退職慰労引当
金繰入額 

6 

退職給付費用 12 

販売運賃 631百万円

役員報酬及び給料
手当 

473 

賞与引当金繰入額 39 

役員退職慰労引当
金繰入額 

14 

退職給付費用 30 

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬
具 

1百万円 機械装置及び運搬
具 

0百万円 機械装置及び運搬
具 

2百万円

※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 ※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 ※３ 固定資産廃棄売却損の内訳 

廃棄損    

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬
具 

1 

廃棄売却損合計 1百万円 

廃棄損    

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬
具 

17 

その他 1 

売却損    

機械装置及び運搬
具 

10百万円

廃棄売却損合計 33百万円

廃棄損    

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬
具 

9 

その他 3 

売却損    

機械装置及び運搬
具 

1百万円

廃棄売却損合計 17百万円

※４ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

不動産賃貸 土地  
愛知県 

名古屋市 

※４      ―───── ※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

用途 種類 場所 

不動産賃貸 土地  
愛知県 

名古屋市 

 （経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動産

賃貸用として取得しましたが、景気の低迷に

よる地価の下落等により帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失を認識いたしまし

た。 

   （経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動産

賃貸用として取得しましたが、景気の低迷に

よる地価の下落等により帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失を認識いたしまし

た。 

（減損損失の生じた主な固定資産の種類と減

損損失の金額） 

  （減損損失の生じた主な固定資産の種類と減

損損失の金額） 

土地 30百万円 

計 30 

  土地 30百万円

計 30 

（グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

  （グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用価

値により測定しております。また、使用価値

については、将来キャッシュ・フローを加重

平均資本コスト（WACC）1.98％で割り引いて

算定しております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用価

値により測定しております。また、使用価値

については、将来キャッシュ・フローを加重

平均資本コスト（WACC）1.98％で割り引いて

算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 15,577 － － 15,577 

合計 15,577 － － 15,577 

自己株式        

普通株式（注） 639 1 － 640 

合計 639 1 － 640 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 37 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 37 利益剰余金 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月１日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 15,577 － － 15,577 

合計 15,577 － － 15,577 

自己株式        

普通株式（注） 643 2 － 646 

合計 643 2 － 646 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 37 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月26日 

取締役会 
普通株式 37 利益剰余金 2.5 平成19年９月30日 平成19年12月３日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 15,577 － － 15,577 

合計 15,577 － － 15,577 

自己株式        

普通株式（注） 639 3 － 643 

合計 639 3 － 643 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 37 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 37 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 37 利益剰余金 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  （平成18年９月30日現在）

  (百万円) 

現金及び預金勘定 832 

現金及び現金同等
物 

832 

  （平成19年９月30日現在）

  (百万円) 

現金及び預金勘定 531 

現金及び現金同等
物 

531 

  （平成19年３月31日現在）

  (百万円) 

現金及び預金勘定 793 

現金及び現金同等
物 

793 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側）  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

652 434 217 

工具器具及
び備品 

79 25 53 

ソフトウェ
ア 

16 12 3 

合計 747 472 274 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

339 183 156

工具器具及
び備品 

64 26 38

ソフトウェ
ア 

5 4 0

合計 410 214 195

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

339 163 176

工具器具及
び備品 

75 30 45

ソフトウェ
ア 

16 13 2

合計 431 207 223

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）１．    同左 （注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２．「工具器具及び備品」は、中間連

結貸借対照表においては、有形固定

資産の「その他」に該当いたしま

す。 

２．    同左 ２．「工具器具及び備品」は、連結貸

借対照表においては、有形固定資産

の「その他」に該当いたします。 

３．「ソフトウェア」は、中間連結貸

借対照表においては、無形固定資産

に該当いたします。 

３．    同左 ３．「ソフトウェア」は、連結貸借対

照表においては、無形固定資産に該

当いたします。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 79百万円 

１年超 195  

合計 274  

１年内 50百万円

１年超 145  

合計 195  

１年内 55百万円

１年超 168  

合計 223  

     

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が、

有形固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 55百万円 

減価償却費相当額 55  

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28  

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 106  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社の格付けに著しい低下があった場合 

・債券の発行会社の信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 409 1,290 881 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 409 1,290 881 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 0 

投資事業有限責任組合 0 

優先出資証券 100 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社の格付けに著しい低下があった場合 

・債券の発行会社の信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 410 1,122 711 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 410 1,122 711 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 0 

投資事業有限責任組合 0 

優先出資証券 50 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 有価証券については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、原則として減損処理を行っておりま

す。 

また、上記以外に下記の状態にある場合についても、原則として減損処理を行っております。 

・概ね過去２年間にわたり時価が取得原価に比べて30％以上50％未満継続して下落した場合 

・株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

・株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が予想される場合 

・債券の発行会社の格付けに著しい低下があった場合 

・債券の発行会社の信用リスクの増大に起因して時価が著しく下落した場合 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 410 1,177 767 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 410 1,177 767 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 0 

投資事業有限責任組合 0 

優先出資証券 100 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引

は、金利スワップ取引でありま

す。 

(1）取引の内容 

同左 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、金利変動

によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連

では有利子負債に係る金利変動リ

スクを回避し、金利コストを管理

する目的で金利スワップ取引を行

っております。 

 なお、金利関連についてはデリ

バティブ取引を利用してヘッジ会

計を行っており、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性評価の方法等については、中

間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項４．会計処理基

準に関する事項(ヘ）重要なヘッジ

会計の方法に記載しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連

では有利子負債に係る金利変動リ

スクを回避し、金利コストを管理

する目的で金利スワップ取引を行

っております。 

 なお、金利関連についてはデリ

バティブ取引を利用してヘッジ会

計を行っており、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性評価の方法等については、当

連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項４．会計処理基準

に関する事項(ヘ）重要なヘッジ会

計の方法に記載しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利

の変動によるリスクを有しており

ます。しかし、当社のデリバティ

ブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の金融機関であるた

め、相手先の契約不履行によるい

わゆる信用リスクは、ほとんどな

いと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管

理は、「市場リスク管理規程」に

従い、経理部に集中しておりま

す。さらに、経理部長は半期ごと

の取締役会においてデリバティブ

取引をも含んだ財務報告をするこ

ととなっております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

（1）通貨関連 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）及び前連結会

計年度末（平成19年３月31日）  

該当事項はありません。  

（2）金利関連  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）及び前連結会

計年度末（平成19年３月31日）  

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、注記の対象から除いておりますので該当事項はありま

せん。  

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

該当事項はありません。  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

① 木製品事業…階段部材・和風造作材・カウンター・構造用集成材・洋風造作材・住宅パネル 

② 賃貸事業……不動産賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間221百万

円、当中間連結会計期間222百万円、前連結会計年度424百万円であります。その主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 9,864 95 9,959 － 9,959 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 9,864 95 9,959 － 9,959 

営業費用 9,495 18 9,513 221 9,735 

営業利益 369 76 446 (221) 224 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 8,774 94 8,869 － 8,869 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 8,774 94 8,869 － 8,869 

営業費用 8,754 17 8,772 222 8,994 

営業利益又は営業損失（△） 19 77 96 (222) △125 

 
木製品事業 
（百万円） 

賃貸事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 20,359 191 20,550 － 20,550 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 20,359 191 20,550 － 20,550 

営業費用 19,500 36 19,537 424 19,962 

営業利益 858 154 1,013 (424) 588 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）におい

て、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）におい

て、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（企業結合等関係） 

 該当事項はありません。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    545円53銭

１株当たり中間純利益
金額 

   6円67銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額   541円55銭

１株当たり中間純損失
金額 

 5円04銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 551円27銭

１株当たり当期純利益
金額 

17円24銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△） 
（百万円） 

99 △75 257 

普通株主に帰属しない金
額（百万円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当
期）純利益又は中間純損
失（△）（百万円） 

99 △75 257 

期中平均株式数（千株） 14,936 14,933 14,935 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   676     405     692    

２．受取手形 ※３ 1,702     1,732     1,733    

３．売掛金   4,223     3,392     4,139    

４．たな卸資産   2,087     3,276     2,393    

５．繰延税金資産   149     110     85    

６．その他   266     351     336    

貸倒引当金   △4     △0     △3    

流動資産合計     9,101 52.7   9,269 53.0   9,377 53.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物   1,739     1,731     1,768    

(2) 機械及び装置   1,008     1,102     1,130    

(3) 土地   3,143     3,143     3,143    

(4) その他   379     517     314    

有形固定資産合計   6,271     6,495     6,357    

２．無形固定資産   191     245     213    

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,391     1,173     1,278    

(2) その他   367     330     351    

貸倒引当金   △54     △40     △40    

投資その他の資産
合計   1,705     1,463     1,589    

固定資産合計     8,168 47.3   8,204 47.0   8,161 46.5 

資産合計     17,269 100.0   17,473 100.0   17,539 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※３ 2,532     3,065     2,852    

２．買掛金   1,973     1,799     2,120    

３．短期借入金   1,500     1,350     1,450    

４．一年内返済予定長
期借入金 

  626     571     560    

５．未払消費税等   35     －     22    

６．未払法人税等   14     13     64    

７．賞与引当金   140     149     140    

８．その他 ※３ 521     688     621    

流動負債合計     7,344 42.5   7,637 43.7   7,831 44.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   1,589     1,706     1,333    

２．繰延税金負債   291     181     270    

３．退職給付引当金   103     82     101    

４．役員退職慰労引当
金   59     72     66    

５．負ののれん   －     14     －    

６．その他   1     0     1    

固定負債合計     2,045 11.9   2,057 11.8   1,772 10.1 

負債合計     9,389 54.4   9,695 55.5   9,604 54.8 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,473 14.3   2,473 14.2   2,473 14.1

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   2,675     2,675     2,675    

資本剰余金合計     2,675 15.5   2,675 15.3   2,675 15.2

３．利益剰余金                    

(1) 利益準備金   618     618     618    

(2) その他利益剰余
金 

                   

  圧縮記帳積立金   5     4     4    

  別途積立金   1,000     1,000     1,000    

  繰越利益剰余金   851     819     942    

利益剰余金合計     2,475 14.3   2,443 14.0   2,565 14.6

４．自己株式     △235 △1.4   △237 △1.4   △236 △1.3

株主資本合計     7,388 42.7   7,354 42.1   7,477 42.6

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金 

    492 2.9   423 2.4   456 2.6

評価・換算差額等合
計     492 2.9   423 2.4   456 2.6

純資産合計     7,880 45.6   7,778 44.5   7,934 45.2 

負債純資産合計     17,269 100.0   17,473 100.0   17,539 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,948 100.0   8,854 100.0   20,509 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,892 89.4   8,204 92.7   18,289 89.2 

売上総利益     1,056 10.6   649 7.3   2,220 10.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     883 8.9   840 9.5   1,753 8.5 

営業利益     172 1.7   － －   466 2.3 

営業損失     － －   190 △2.2   － － 

Ⅳ 営業外収益 ※１   30 0.3   33 0.4   52 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   36 0.4   33 0.4   73 0.4 

経常利益     167 1.6   － －   445 2.2 

経常損失     － －   191 △2.2   － － 

Ⅵ 特別利益 ※３   9 0.1   52 0.6   19 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※4.5   49 0.5   33 0.4   66 0.3 

税引前中間(当
期）純利益     127 1.2   － －   398 1.9 

税引前中間純損失     － －   171 △2.0   － － 

法人税、住民税及
び事業税   4     5     58    

法人税等調整額   59 64 0.6 △91 △86 △1.0 148 207 1.0 

中間（当期）純利
益     63 0.6   － －   191 0.9 

中間純損失     － －   85 △1.0   － － 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    ２．前中間会計期間における圧縮記帳積立金の取崩であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株主資本
合  計資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

圧縮記帳
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 5 1,000 825 2,449 △235 7,362 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当（注）１ － － － － － － △37 △37 － △37 

圧縮記帳積立金の取崩

（注）１・２ 
－ － － － △0 － 0 － － － 

中間純利益 － － － － － － 63 63 － 63 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △0 － 26 26 △0 25 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 5 1,000 851 2,475 △235 7,388 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
508 508 7,870 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）１ － － △37 

圧縮記帳積立金の取崩 

（注）１・２ 
－ － － 

中間純利益 － － 63 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△15 △15 △15 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△15 △15 9 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
492 492 7,880 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株主資本
合  計資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

圧縮記帳
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 4 1,000 942 2,565 △236 7,477 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 － － － － － － △37 △37 － △37 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － △0 － 0 － － － 

中間純損失 － － － － － － △85 △85 － △85 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額) 
－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △0 － △122 △122 △0 △123 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 4 1,000 819 2,443 △237 7,354 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
456 456 7,934 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △37 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － 

中間純損失 － － △85 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△33 △33 △33 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△33 △33 △156 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
423 423 7,778 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己 
株 式 

株主資本
合  計資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

圧縮記帳
積 立 金

別 途 
積立金 

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 5 1,000 825 2,449 △235 7,362 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注） － － － － － － △37 △37 － △37 

剰余金の配当 － － － － － － △37 △37 － △37 

圧縮記帳積立金の取崩

（注） 
－ － － － △0 － 0 － － － 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － △0 － 0 － － － 

当期純利益 － － － － － － 191 191 － 191 

自己株式の取得 － － － － － － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △0 － 116 116 △1 115 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,473 2,675 2,675 618 4 1,000 942 2,565 △236 7,477 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
508 508 7,870 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注） － － △37 

剰余金の配当 － － △37 

圧縮記帳積立金の取崩（注） － － － 

圧縮記帳積立金の取崩 － － － 

当期純利益 － － 191 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
△51 △51 △51 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△51 △51 63 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
456 456 7,934 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法（ただし、金利ス

ワップについては、特例

処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を行っ

ております。） 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法（た

だし、構造部材については

個別法による原価法） 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

終仕入原価法による原価

法 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

原材料 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物 ２年～47年

機械及び装置 ９年

建物 ７年～47年

機械及び装置 ９年

建物 ２年～47年

機械及び装置 ９年

     （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日法律第６号）

及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産につい

ては改正後の法人税法に基づ

く償却方法に変更しておりま

す。 

 なお、これに伴う損益への

影響は軽微であります。 

 （追加情報） 

 なお、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した事業年度の翌事業年度

から５年間で均等償却する方

法によっております。 

 これにより営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失が

それぞれ7百万円増加しており

ます。 

 

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れの損失に備える

ため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与の支給規程による

支給対象期間に対応する支給

見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象：変動金利借

入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：同左 

  

ヘッジ対象：同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：同左 

  

ヘッジ対象：同左 

  (3）ヘッジ方針 

当社の社内規程である「市場

リスク管理規程」に基づき、

金利変動リスクをヘッジして

おります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

当社の社内規程に基づき、金

利スワップ取引については特

例処理を採用しているため、

有効性の評価を省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、未払消費税等と

して表示しております。  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺し、流動資産のその

他に含めて表示しております。  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は7,880百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は7,934百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における財務諸表の

純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  5,427百万円   5,521百万円   5,480百万円

 ２ 当座借越契約  ２ 当座借越契約  ２ 当座借越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座借越契約を締

結しております。これらの契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座借越極度額 2,700百万円 

借入実行残高 1,450 

差引額 1,250 

当座借越極度額 2,700百万円

借入実行残高 1,300 

差引額 1,400 

当座借越極度額 2,700百万円

借入実行残高 1,400 

差引額 1,300 

※３ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

につきましては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、中間会計

期間末日が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が、

中間会計期間末残高に含まれておりま

す。 

※３ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

につきましては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、中間会計

期間末日が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が、

中間会計期間末残高に含まれておりま

す。 

※３ 事業年度末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理につ

きましては、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当事業年度末

日が金融機関の休日であったため、次の

事業年度末日満期手形が、当事業年度末

残高に含まれております。 

受取手形 138百万円 

支払手形 388 

流動負債のその他 

（設備支払手形） 
18
 

受取手形 157百万円

支払手形 424 

流動負債のその他 

（設備支払手形） 
8
 

受取手形 145百万円

支払手形 472 

流動負債のその他 

（設備支払手形） 
3
 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 16百万円 

仕入割引 7 

受取手数料 3 

受取配当金 13百万円

仕入割引 8 

受取手数料 3 

受取配当金 23百万円

仕入割引 16 

受取手数料 6 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 21百万円 

売上割引 13 

支払利息 18百万円

売上割引 13 

支払利息 43百万円

売上割引 27 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 7百万円 貸倒引当金戻入益 2百万円

抱合せ株式消滅差
益 

29 

損失補償戻入益 20 

貸倒引当金戻入益 8百万円

保険差益 8 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

製品補償損失 16百万円 

減損損失 30 

固定資産廃棄売却
損 

33百万円 固定資産廃棄売却
損 

17百万円

製品補償損失 16 

減損損失 30 

※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

用途 種類 場所 

不動産賃貸 土地  
愛知県 

名古屋市 

※５      ―───── ※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。 

用途 種類 場所 

不動産賃貸 土地  
愛知県 

名古屋市 

 （経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動産

賃貸用として取得しましたが、景気の低迷に

よる地価の下落等により帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失を認識いたしまし

た。 

   （経緯） 

 上記の土地については、賃貸事業の不動産

賃貸用として取得しましたが、景気の低迷に

よる地価の下落等により帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失を認識いたしまし

た。 

（減損損失の生じた主な固定資産の種類と減

損損失の金額） 

  （減損損失の生じた主な固定資産の種類と減

損損失の金額） 

 土地 30百万円 

計 30 

   土地 30百万円

計 30 

（グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

  （グルーピングの方法） 

  事業部門別を基本として、木製品事業にお

いては、製造部門を単位とし、賃貸事業及び

将来の使用が見込まれていない遊休資産につ

いては、個々の物件単位でグルーピングをし

ております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用価

値により測定しております。また、使用価値

については、将来キャッシュ・フローを加重

平均資本コスト（WACC）1.98％で割り引いて

算定しております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

 資産グループごとの回収可能価額は使用価

値により測定しております。また、使用価値

については、将来キャッシュ・フローを加重

平均資本コスト（WACC）1.98％で割り引いて

算定しております。 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 185百万円 

無形固定資産 6 

有形固定資産 207百万円

無形固定資産 11 

有形固定資産 388百万円

無形固定資産 16 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式（注） 639 1 － 640 

合計 639 1 － 640 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式（注） 643 2 － 646 

合計 643 2 － 646 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 639 3 － 643 

合計 639 3 － 643 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

652 434 217 

工具器具及
び備品 

79 25 53 

ソフトウェ
ア 

16 12 3 

合計 747 472 274 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

339 183 156 

工具器具及
び備品 

64 26 38 

ソフトウェ
ア 

5 4 0 

合計 410 214 195 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

339 163 176

工具器具及
び備品 

75 30 45

ソフトウェ
ア 

16 13 2

合計 431 207 223

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）１．    同左 （注）１．取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２．「工具器具及び備品」は、中間貸

借対照表においては、有形固定資産

の「その他」に該当いたします。 

２．    同左 ２．「工具器具及び備品」は、貸借対

照表においては、有形固定資産の

「その他」に該当いたします。 

３．「ソフトウェア」は、中間貸借対

照表においては、無形固定資産に該

当いたします。 

３．    同左 ３．「ソフトウェア」は、貸借対照表

においては、無形固定資産に該当い

たします。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 79百万円 

１年超 195  

合計 274  

１年内 50百万円

１年超 145  

合計 195  

１年内 55百万円

１年超 168  

合計 223  

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 55百万円 

減価償却費相当額 55  

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28  

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 106  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 527円60銭

１株当たり中間純利益金
額 

4円24銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 520円92銭

１株当たり中間純損失金
額 

5円71銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 531円31銭

１株当たり当期純利益金
額 

 12円80銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△） 
（百万円） 

63 △85 191 

普通株主に帰属しない金
額（百万円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当
期）純利益又は中間純損
失（△）（百万円） 

63 △85 191 

期中平均株式数（千株） 14,936 14,933 14,935 



（企業結合等関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （当社と完全子会社であった株式会社

オバラシマリスとの合併）  

 １．統合当事企業の名称 

  ① 結合企業 

  ② 被結合企業 

 ２．企業結合の法的形式及び結合後企

業の名称 

 当社を存続会社とし、株式会社オ

バラシマリスを消滅会社とする吸収

合併であり、結合後の名称はセブン

工業株式会社となっております。 

 なお、合併による新株式の発行、

資本金の増加及び合併交付金の交付

はありません。 

 ３．取引の目的を含む取引の概要 

 当社における既存事業の再構築の

ための経営資源の集中と効率化を図

るため、当社の完全子会社である株

式会社オバラシマリスと合併いたし

ました。 

 ４．実施した会計処理の概要 

 当社が株式会社オバラシマリスよ

り受け入れた資産及び負債は、合併

期日の前日に付された適正な帳簿価

額により計上いたしました。 

 また、当社の中間財務諸表上、当

該子会社株式の帳簿価額と増加株主

資本との差額を特別利益に計上いた

しました。 

名      称: セブン工業株式会

社（当社） 

事業の内容: 集成材の製造・販

売 

名      称: 株式会社オバラシ

マリス（当社の完

全子会社） 

事業の内容: 集成材の製造・販

売 

────── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ──────  当社は、平成19年３月15日開催の当

社取締役会において、当社の100％子

会社である株式会社オバラシマリスと

平成19年３月15日付で合併契約を締結

し、平成19年６月１日付で簡易合併の

手続きにより吸収合併をいたしまし

た。 

 ① 合併の目的 

 当社が株式を100％保有する連結

子会社である株式会社オバラシマリ

スは、主に当社の住宅部材の製造を

行っておりましたが、当社における

既存事業の再構築のための経営資源

の集中と効率化を図るものでありま

す。 

 ② 合併の要旨 

  １．合併の日程 

    合併期日 平成19年６月１日 

  ２．合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併

方式で、株式会社オバラシマリス

は解散いたしました。 

  ３．合併比率並びに合併交付金 

 当社は、株式会社オバラシマリ

スの発行株式のすべてを所有して

いるため、合併による新株式の発

行、資本金の増加及び合併交付金

の交付はありません。 

  ４．株式会社オバラシマリスの新株

予約権及び新株予約権付社債に関

する取扱い 

 新株予約権及び新株予約権付社

債は発行されておりません。 

  ５．企業結合に係る会計基準上、共

通支配下の取引に該当いたします

が、損益への影響は軽微でありま

す。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     ③ 財産の引継 

   株式会社オバラシマリスの平成19

年５月31日現在の貸借対照表を基礎

とし、一切の資産、負債及び権利義

務を合併期日において当社に引継ぎ

ました。 

 合併により引き継ぐ主な資産・負

債の内訳 

 ④ 株式会社オバラシマリスの概要 

  １．主な事業の内容 

    集成材の製造・販売 

  ２．直近の財務状態等（平成19年３

月期） 

流動資産 85百万円

固定資産 20百万円

流動負債 46百万円

資本金 15百万円

純資産 63百万円

総資産 106百万円

売上高 387百万円

従業員数  13名 



(2）【その他】 

 平成19年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………… 37百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………  2円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成19年12月３日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第48期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日東海財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年11月15日東海財務局長に提出 

 事業年度（第48期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成 18 年 12 月 20 日

 セブン工業株式会社      

  取締役会 御中    

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松 岡 憲 正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊 田 裕 一  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているセブン工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成 19 年 12 月 20 日

 セブン工業株式会社      

  取締役会 御中    

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 稲 越 千 束  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松 岡 憲 正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊 田 裕 一  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているセブン工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成 18 年 12 月 20 日

 セブン工業株式会社      

  取締役会 御中    

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松 岡 憲 正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊 田 裕 一  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているセブン工業株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第48期事業年度の中間会

計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成 19 年 12 月 20 日

 セブン工業株式会社      

  取締役会 御中    

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 稲 越 千 束  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松 岡 憲 正  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 豊 田 裕 一  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているセブン工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第49期事業年

度の中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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